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「介護分野における雇用管理モデル検討会（施設系）」開催要綱  

1．趣 旨   

少子高齢化の進行等のなか、介護サービス分野へ進出する事業者や介護に携わる労働  

者が増加しており、今後もその需要が見込まれるところであるが、現在の介護労働者の就  

業意識として不安や不満、悩み等を抱いている者が多く、必ずしもその雇用管理の改善が  

進んでいない状況にある。   

こうした状況を踏まえ、介護労働者にとって魅力ある職場づくりを支援するため、介護分  

野の団体や事業主と行政との間で、事業主が取り組むべき雇用管理のあり方についての  

意見交換、雇用管理改善の標準的モデルの策定、その周知・活用方法についての検討等  

を行う「介護分野における雇用管理モデル検討会」を開催することとする。なお、平成18年  

度に開催した同検討会では「訪問系」に絞ってモデルの策定を行ったため、平成20年度の  

本検討会では「施設系」にターゲットを絞って実施する。  

2．検討事項  

次に掲げる事項を中心に標準的雇用管理モデルを策定する。  

○ 介護労働者の労務管理について  

○ 介護労働者の能力開発について  

○ 介護労働者の時間・賃金管理について  

3．本検討会の運営  

（1）本検討会は、厚生労働省職業安定局長が、有識者等の参集を求め、開催する。  

（2）本検討会の座長は、参集者の互選により選出する。  

（3）本検討会は、必要に応じ参集者以外の者の意見を聞くことができる。  

（4）本検討会の庶務は、厚生労働省職業安定局雇用政策課において行う。  

4．検討スケジュール  

010月末より検討予定。地方検討会等もふまえ、平成21年3月末頃までに報告を   

とりまとめる予定。   



「介護分野における雇用管理モデル検討会（施設系）」参集者名簿  

佐藤博樹  東京大学社会科学研究所教授  

堀田 浪子  東京大学社会科学研究所特任准教授  

小笠原浩一 東北福祉大学教授  

中山 辰巳  社団法人全国老人福祉施設協議会  

福祉人材確保対策推進委員  

社団法人全国老人保健施設協会常務理事  

特定施設事業者連絡協議会事務局長  

日本慢性期医療協会副会長  

平川 博之  

鹿瀬鉄矢  

安藤高朗  

滝山 真也  

難波 眞  

湯川 智美  

株式会社ベネッセスタイルケア 人事本部長  

介護老人保健施設菜の花施設長  

特別養護老人ホームプレーゲ本埜施設長  

吉田 康夫  財団法人介護労働安定センター雇用管理部長  

（事務局）  

厚生労働省職業安定局雇用政策課   



「介護分野における雇用管理モデル検討会（施設系）」の  

議事の取扱いについて（案）  

1．本検討会の議事、議事録は非公開とする。  

【考え方】   

本検討会は、介護労働者の不安や悩みを解消し魅力ある職場作  

りのため、事業主が取り組むべき雇用管理のあり方について議論  

する検討会であり、各委員の自由かつ率直な意見の交換・議論の  

場を確保するとともに、議論において個別の企業の情報が扱われ  

ることが考えられ、法人の権利、競争上の地位、その他正当な利  

益を利益を害するおそれがあること、また、公開することにより、  

特定の者に不利益を及ぼすおそれがあるため非公開とする。  

2．発言者氏名、個別情報を伏せた議事要旨を作成し、ホームページ上に掲載する  

【考え方】   

議事要旨は、透明性を確保するために公開する。ただし、発言  

者氏名、．個別情報は非公開とする。   



介護労働の現状について   



1 介護分野における従事者の動向等について  

学卒就職者‖ 

94万人増  

注1：介護保険従事者数は「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）より。  
注2：5．8万人は、介護福祉士登録者のH17年総数とH16年総数の差。3万人は、H17年合格者のうち、既に介護関連分野で就労していた者を受験資格別で足した数。  

注3：大卒11，651人、短大19，293人、専修 9，171人、高卒12，757人（文部科学省「学校基本調査」より）  

注4：9．3万人は、他のルートからの入職者数や離職者数を差し引いたうえでの推計値。  
注5：離職者の数は、H17年介護従事者＊離職率20．3％＝20，5万人より、離職者の動向で直前は介護に従事していた率32．5％の6．7万人を差し引いた数。常  

勤率は、離職者数のうち常勤労働者の割合62．8％を使用。  

；已，．、．＿＿，，＿ ■－・・．、．▼．・   



2 有効求人倍率の推移  

○ 社会福祉専門職種の有効求人倍率は最近急速に高まっている。介護関連職種の有効求人  

倍率も高まっている。  

平成5   平成10  平成11  平成12  平成13  平成14  平成15  平成16  平成17  平成18  平成19   

全  
要  

0．70   
職  

0．48   0。47   0．60   0．54   0．54   0．66   0．83   0．94   1．02  0．97  

業   

常用  
0．66   0．40   0．38   0．47   0．42   0．41   

（除パート）  

0．53   0．71   0．84   0．92   0．87  

常用的パー  

トタイム   
1．06   1．08   1．08   1．39   1．28   1．28   1．45   1．32   1．29   1．35   1．30   

社  
0．25   0．34   

Jゝ コ貫  

0．46   0．54   0．59   0．74   0．86   1．08   1．30   1．53  

福  

祉  0．20   
専  

0，18   0．25   0．32   0．38   0．43   0．55   0．69   0．91   1．10   1．34  

門  
職  

種   
0．62   0．87   1．19   1．31   1．37   1．61   1．47   1．55   1．79   1．96   

介  

護  
1．14   1．47   1．74  2．10  

関  

連  
常用  

0．69   0．97   1．22   1．53  
職  

種   

トタイム  
2．62   2．86   3．08   3．48   

○有効求人倍率の地域格差：介護関連職種（常用（含パート））東京都、愛知県3．52倍～ 沖縄県0。78倍  

（出典）職業安定業務統計。数値は年度内各月の平均値。  
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3 事業所における従業員の職種別過不足状況  

0 7割を超える事業所が、訪問介護員について「不足している」と回答している。  

①太いた  
再掲  

不足   
②不足   

足   
④適当   ⑤過剰  ①＋②＋  

③   

訪問介護負   16．9％   28．0％   30．3％   23．6％   1．1％   75．2％   

介護藤島   7．2％   18．6％   29．9％   42．1％   2．2％   55．7％   

（出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  

一」   



4 賃金水準  
職種別常用一般労働者の年収  
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～17歳 20～24歳 30～34歳 40～44歳 50～54歳  

恕・看護師（女）【3花180人】   せ准看護師偵）【175，360人】   

介護支援専門員（女）【29，760人】¢ホⅣムヘルパー（女）【38，920人】   

福祉施設介護員（女）【233，240人】  

資料出所：「平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）」  

・医療分野の他の専門職や他産業と比較して  
賃金が低い  

・キャリアアップが困難  

→やりがいを感じているものの、キャリアアップが困  
難であり、結婚を機に退職する男性も存在する。  
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産業・職種別賃金カーブ（男、企業規模計）  〔干円〕  

～17歳 18～19歳  20～24歳  25～29歳  30～34歳  35～39歳  40～44歳  45～49歳  50～54歳  55′、〕59鹿  

賀料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査（平成19年〕」  

完事業所親椙1白人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用される常用一般労働者について年収を推計したもの。  
※一般労働者とほ短時間労働者以外の者をいう。  

※年収＝きまって支給する現金給与法×12ケ月＋特別給与詣  

※労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元ルた労働者の数である。  
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産業・職種別賃金カーブ（女、企業規模計）  
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・・－し・1了歳 1∈ト19歳 2⊂トノ24歳 25√－t－29歳 30へ■34歳 35√㌧・39歳 ヰひ－）・ヰ4歳 45′㌧弓9歳 5⊂卜、－モ・4歳 55＼モ・！∋歳  

室料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査（平成1；」年：リ  

※事業所規模10人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用される常用一般労働者■：・ごっし、て年収を推計したもの  
注≒一般労働者とは短時間労働者以外の老をし巧。  
：きこ年収＝き蒙って支給する現金給与額．てく12ナ月十特別給与旗  
※労働者敷は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字と」て推計〔復元ルた労働者の葉軒≡表書．〕  
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5 離職の状況①  

○ 介護関係職種の離職率は、  

①全体（正社員と非正社員）で21．6％。  

②全産業と比較すると正社員において高い。  

○ 離職率  

全体  正社員   非正社員   

全産業平均   15．4％  12．2％   25．9％   

2職種計   21．6％  20．0％   22．8％   

（訪問介護員）   16，9％  18．2％   16．6％   

（介護職員）   25．3％  20．4％   32．7％   

※全産業の出典は「平成19年度雇用動向調査結果（厚生労働省）」  

※全産業については「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は「パートタイム  

労働者」を指す。  

（出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）   



5 離職の状況②  

離職率階級別にみた事業所の割合（職種別）  

2職種合計（n＝3，367）  

訪問介護員計（n＝1，705）  

介護職員計（n＝2，235）   

0％  10％  20サム  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

□10％未満  □10％～  ロ15％～  ロ20％～  □25％～  ロ30％以上  

15％未満  20％未満  25％未満  30％未満  

資料出所：（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（平成19年度）」  
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5 離職の状況③  

○ 訪問介護員、介護職員とも待遇への不満、職場の人間関係への不満、自分・家庭の事情が離職の  

大きな原因となっている。  

○ 非正社員は、自分・家庭の事情で離職する割合が高くなっている。  

（1）前職を辞めた理由（介護労働者の職種別）  

待遇に不漁  ∴磯韓㊥束軒二二  勅帝寮車中ミ  濾療轟健   垂菓所の経  自分・家庭の  正社員に  

があった（賃二＝  牒噛娠不帝、    ：嶺蜜聾した  ／営軽食や運  事情（結婚・   なれな  

金、労傲時   弼雛鍵郵三  華顧秘本  卦こ不轟が  出産・転勤   かったた  

間）ため   ら   たかち 庵ったため  等）により   め   

訪問介護  
26．5％   24．6％   1．0％   

員  

9．0％   19．8％   28．1％   6．0％   

介護職員   28．7％   26．2％   2．3％   9．3％   23．9％   22．4％   9．1％   

（2）前職を辞めた理由（介護労働者の就業形態別）  

待遇に不満  職場の人   利滞蓉患の∴  鴻療等健   事業所の   自分・家庭の  正社員に  

があった   開鞠嬢拉軒．；  ＝＝＝ニー≡  ＝康を卑した  軽挙琴念   事情（結婚・   なれな  

（賃食、労   牒鱒締結■…  や連牽に不  出産一転勤   かったた  

働時間）た  軽から 滴があった  め   

め   ため   

正社員   27．4％   22．6％   1．3％   7．9％   25．2％   21，0％   8．2％   

非正社員   22．0％   24暮1％   1．5％   10．0％   19．3％   33．1％   3．7％   

（（1）及び（2）の出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）   



6 仕事の満足度  

○ 職業生活全体について満足している労働者は約2割。  

○ 仕事の内容・やりがいに満足している労働者、賃金について不満を持つ労働者がともに多い。  

満足度  満足度D．Ⅰ．  

（満足＋やや満足）  （注）   

①仕事の内容・やりがい   55．0％   44．8   

②賃金   19，1％   二盈堕   

③労働時間・休日等の労働条件   28．2％   －3．4   

④勤務体制   25．1％   －1．3   

⑤人事評価・処遇のあり方   18．4％   ーー13．1   

⑥職場の環境   37．9％   18．2   

⑦職場の人間関係・コミュニケーション   44．7％   28．6   

⑧雇用の安定性   29．0％   8．0   

⑨福利厚生   20．7％   －8．5   

⑱教育訓練・能力開発のあり方   17．5％   －14．2   

⑪職業生活全体   21．4％   －0．5  

※調査項目は「満足」「やや満足」「普通」「やや不満足」「不満足」   

（注）満足度D．Ⅰ．＝（「満足」＋「やや満足」）－（「不満足」＋「やや不満足」）  

（出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
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7 労働条件等の悩み・不安・不満等  

○ 訪問系では定められたサービス行為以外の仕事を要求されることに不満がある。  

○ 施設（入所）系では、仕事内容の割に賃金が安いこと、夜間帯への不安、福祉機器への不安、休暇  
の取得状況、身体的負担が大きいことに悩み1不安・不満がある。  

訪系   施設（入所）系  

仕事内容顔躯壌恕嘩紛 44．2％   61．6％   

： 、     －も・★誉 淀■．～∴、、 ち▲こ，ェ′1℃．，“ご  

ある  
14．9％   47．5％  

福祉機器の不定、磯轟療藤車      i  
不安がある  

3．7％   22．0％  

業務に対する軽食脾評鴫纏  41．0％   40．9％   

休暇が少ない一破りにくし．†  29．7％   37．1％   

身体的負担が大きい醸怒纏  25．2％   39．5％   

精神的にきつい  37．1％   40．5％   

定められたサ⊥ビス行為鱒線画套率奉寒厳重怒率 39．3％   11．3％   

労働条件・仕事の負担にうも吏≡て毒ノ  

等は感じていない   
7．9％   3．3％  

※各項目でそのように答えた者の割合0  （出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）   



施設系における雇用管理の取組状況  

について   



1 雇用管理の取組状況  

○健康診断、採用時の労働条件の説明、勤務時間決定の際のヒアリングなどは多くの事業所が実施  

しているが、能力を評価した教育や能力向上を意図した仕事の割り当てを行う事業所は比較的少ない。  

60   80 1弼  0  20  40  

定期的な健康診断の実施  

採用時における賃金・勤務時間についての説明  

勤務時間帯を決める際、職員の要望を聞〈機会の設定  

事故やトラブルへの対応体制  

介護能力の向上に向けた研修  

職場全体の課題を共有できる機会の設定  

実務の中で、上司や先輩から指導を受ける機会の設定   

施設の経営理念やケアの方針についての説明機会の設定  

職員のモラルの向上に向けた研修  

上司や先輩に仕事上の相談が出来る機会の設定  

働き方等、キャリアについて上司と相談する機会の設定  

介護保険制度や関係法令の改正情報の周知  

介護の能力を適L那こ評価し給与等に反映する仕組み  

介護事故や腰痛を予防するための教育や福祉機器の整備  

介護の能力向上を意図した仕事の割り当て  

介護の能力を適切に評価し教育・指導に反映する仕組み  
1   

」  
、J   



2 外部スタッフの活用状況  

○ 派遣スタッフは2．5割、ボランティアは8割の事業所が受け入れている。派遣スタッフについては、  

5割が拡大もしくは現状維持を予定している。  

○外国人スタッフは8割を超える事業所が活用した経験がないと回答。  

○派遣スタッフおよびボランティアを受け入れている事業所の割合  

＜派遣スタッフの今後の受入についての考え方  

（受け入れている事業所）＞  受け入れている   受け入れていない   

派遣スタッフ   24．3％   72．0％   

ボランティア   80．6％   15．3％   

※派遣スタッフについては、事務職以外の職種について調査。  

○外国人スタッフ（日系人含む）を活用している事業所の割合  

2   
（出典）平成19年度介護施設雇用管理実態調査（（財）介護労働安定センター）  



3 管理職育成の取組状況  

○ 外部の研修への参加や、能力考課に取り組む事業所が多い。  

○ 事業所は、管理者育成のための時間や指導者を確保できないことなどを問題視している。  

○管理職育成のために行っていること（複数回答）  ○管理職育成にあたっての問題点（複数回答）  

自治体や業界団体が主催する   
教育・研修には積極的に参加さ   61．0％  

せるようにしている   

能力が認められた者は、配置や   
54．5％   

処遇に反映している   

法人全体で連携して管理職候 
補の育成に取坊組んでいる   

22．0％  

管理職に対する体系的な鎌修を   
21．1％   

行っている   

新庄管理職に始動療当番をう 
け実務の中で韓導・アドバイネし   17．7％  

ている   

地域の摘要他社と協九増車 

ウを共有して育成に取り組んで   7．6％  

い皐   

しげれも行ってない   8．6％  

管理職を育成するための時間  
ず率い   

41．6％  

管理職の指導をできる人材がい  
32．6％   

ない   

管理職の知藤塵廟強がばらば  
28．7％   

らで効率的育成ができない   

管理職を育成するための費用に  
17．4％   

余裕がない   

億理職の能力開発草欲が低い  15．0％   

育壊してもすぐにやめてしまう  12．3％  

軍職喬成への敵組方法がわ   
10．4％  

経費者などが管理職の育成に  

藤蜜蜂ない   
8．8％  

3   

（出典）平成19年度介護施設雇用管理実態調査（（財）介護労働安定センター）  



4 職員のメンタルケア、リスクマネジメント  

○ 約半数の事業所が定期的な面談を実施。現在未実施の事業所も、今後の取組を希望している。  

○ 入所型では、9割を超える事業所が報告書の作成一周知に取り組んでいる。  

○職員のメンタルケアへの取組状況（複数回答）  ○ヒヤリハット、業務災害防止への取組状況（複数回答）  

支援内容   現在実施   
今後実施を  

希望   

定期的に上司との面  

談の機会を設けてい  45．9％   32．6％   
る  

外部の相談機関・専  

門医と提携して職員に  13．7％   29．2％   
周知している  

事業所内に相談や悩  

みの窓口・カウンセ  

ラー配置等設け職員  
9．3％   35．4％   

に周知  

行政等が実施する健  

康確保相談等を活用  10．5％   15．0％   
している  

その他   5．6％   1．4％   

いずれも行っていない   26．2％   2．9％   

支援内容   
施設系（入所型）  施設系（通所型）   

管理者に労働安全管理  

や介護知識・技術に関す  60．0％   49．3％   
る研修を受けさせる  

管理者以外に上記の研  

修を受けさせる   
69．9％   54．2％   

作業マニュアルを整備し  

遵守させている   
61．7％   50．6％   

時間にゆとりを持って仕  
37．8％   

事するよう指導  
46．7％   

災害や事故・ヒヤリハット  

の報告書の作成・周知   
91．1％   74．8％  

他職員とのコミュニケー  

ションをとるよう指導   
70．3％   72．0％   

特に取組みはしていない   0．3％   0．7％   

（出典）平成18年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定  4  

センター）   

（出典）平成19年度介護施設雇用管理実態調査（（財）介護労  

働安定センター）  



5 事業者と労働者の取組意識  

○採用時の労働条件の説明は、、取り組む事業者は多いものの労働者からは十分と思われていない。  
また、上司等臓場内のコミュニケーションや、能力を反映する仕組みについても労働者の評価が低い。  

（％）  

0  20  40  60  80  100  

定期的な健康診断の実施  

採用時における賃金・勤務時間についての説明  

勤捌寺間を決める際、職員の要望を聞く機会の設定  

事故やトラブルへの対応体制  

介護能力の向上に向けた研修  

職場全体の課題を共有できる機会の設定  

実務の中で、上司や先輩から指導を受ける機会の設定  

施設の経営理念やケアの方針についての説明機会の設定  

職員のモラルの向上に向けた研修  

上司や先輩に仕事上の相談ができる機会の設定   

働き方等、キャリアについて上司と相談できる機会の設定  

介護保険制度や関係法令の改正情報の周知  

介護の能力を適切に評価し給与等に反映する仕組み  

介護事故や腰痛を予防するための教育や福祉機器の整備  

介護の能力向上を意図した仕事の割り当て  

介護の能力を適切に評価し教育・指導に反映する仕組み  

1   



6 雇用管理の課題  

0 8割を超える事業所が、職員数の確保を課題と考えている。  

○ 職員に対するOJTや教育・研修の充実、指導者の育成を重要と考える事業所も比較的多い。  

○サービスの質の向上や働きやすい職場づくりのために特に重要だと思うこと（複数回答）  

必要な職員数の確保   81．8％   各種マニュアルの整備・活用   39．3％   

職員に対するOJTの充実   68．2％   管理者が職場の問題を把握し解決の  

道筋を付けること   
37．6％   

採用時の教育t研修の充実   62．8％  

職務分掌と役割分担の明確化   33。6％   
発言しやすい職場づくり   58．6％  

職員の能力評価と配置・処遇へ  
55．3％  

職員に対するOff－JTの充実   32．2％  

の反映  経営者の資質向上   31．5％   

職員の管理・指導に当たる管理  
54．6％  職場における業務上の問題解決の手  

職層の育成・資質向上  
順の明確化   

31．4％   

事業所全体でサービス改善に  

向けた課題の議論ができる体制  46，2％  
地域における関係機関とのネットワー  

クの構築   
29．3％  

整備  

職員のメンタルケアの充実   45．3％   必要な管理職の人数の確保   24．1％  

職員に対する自己啓発支援の   事業者（親法人）による事業所への   

充実  
44．6％  

サポート体制の充実   
12．6％  

（出典）平成19年度介護施設雇用管理実態調査（（財）介護労働安定センター）  6   



検討会で議論いただく論点（案）  

（介護事業者がおこなうべき雇用管理の課題）  

採用管理・定着管理  

1募集を行っても、求職者が少ない   

2 正社員の離職率が高く、正社員の離職者が出た場合、早期に正社員を確保で   

きず、派遣社員に頼らざるをえない  

労働時間・要員管理  

1夜勤の人員配置が正社員に負担が集中している   

2 定着率が低く、人材が不足している   

3 就労ニーズが多様化している   

4 正社員に負担が集中し、労働時間が長くなっている  

賃金管理・評価制度  

1措置制度からの移行で賃金体系が円滑に構築されていない   
2 キャリアアップが賃金に反映されていない  

能力開発・キャリア管理  

1管理職に対するマネジメントの養成研修が少ない   

2 キャリアアップヰヤリアパスの形成のための計画的な能力開発の機会が  

少ない   

3 必要とされる能力やスキルとその評価方法が明確でない  

安全衛生・健康管理  

1感染症や腰痛等、健康面での不安を持って就労している者が多い   

2 メンタルヘルスに配慮する体制が整備されていない  

その他  

1職務に対する社会的な評価が低いという不満が多い   

2 正社員に適用される育児関連、介護関連の両立支援制度の普及が進んで  

いない   



施設系雇用管理の領域区分イメージ（案）   



施設系雇用管理モデル事例のアウトプットイメージ（案）   

＜募集及び採用＞  

○現状及び課題   

1募集を行っても、求職者が少ない。   

2 正社員の離職率が高く、正社員の離職者が出た場合、早期に正社員を確保  
出来ず、派遣社員に頼らざるを得ない。  

○対策のポイント  

○全国より収集予定の好事例（抜粋）  

＜取組内容＞  

＜取組効果＞  

＜取組の背景＞   



今後のスケジュール（案）  

平成20年10月31日17：00～19：00  

於：職業安定局第1会議室  

第1回検討会の開催  

・ 検討会の開催方針について  

・ 介護労働の現状等について  

・ 検討課題と今後の検討会の進め方について  

平成20年11月～12月：地方検討会の実施（6カ所程度：山形県、東京都、  

岐阜県、奈良県、広島県、福岡県を予定）  

（参考：18年度開催都道府県→①宮城県、②埼玉県、③神奈川県、④新潟県、  

⑤愛知県、⑥大阪府、⑦兵庫県、⑧岡山県、⑨熊本県  

平成21年1月  第2回検討会の開催   

有識者（労働者団体、好事例事業主）ヒアリング   

意見交換・分析  

第3回検討会の開催   

事務局より標準的雇用管理モデル（案）提示   

モデル（案）に対する意見交換  

2月  

第4回検討会の開催   

標準的雇用管理モデルの策定   

本省モデル及び地域モデルの発表   

3月  



開催局の選定について  「地域における介護分野雇用管理モデ些捏墜会」  

都道府県別介護関係職種有効求人倍率と事業所数の分布  
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○箇所付けの考え方  

様々な事業所の雇用管理の好事例を収集する意味から、以下の基準に沿って選定した。  

▲各エリア（赤字点線円ノから1、2箇所ずつを選定。  
・ブロック毎に偏りが出ないように配慮。  
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資料 厚生労働省「平成18年介言葉サービス施設1事業所調査」  




